
事 業 概 況 （8月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 8月末現在における保険給付支払総額は344,259,426千円で、前年同期

に比べて0.5％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が184,562,929千円で53.6％と最も大きく、次いで療養

補償給付が 96,818,179 千円で 28.1％を占めている。以下、休業補償給付が 12.3％、障害補償一時金が 3.8％、遺族補償

一時金が0.9％、介護補償給付が0.8％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が17.4％増、遺族補償一時金が8.4％

増、療養補償給付が4.9％増、葬祭料が4.0％増、休業補償給付が0.2％増となっているのに対し、障害補償一時金が4.9％

減、年金等給付が1.3％減、介護補償給付が0.1％減となっている。（第１表） 

　　　　　区　分 平成25年度 25年8月末 平成26年度 26年8月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 342,492,463 100.0 △ 1.1 344,259,426 100.0 0.5

療 養 補 償 給 付 92,279,473 26.9 0.2 96,818,179 28.1 4.9

休 業 補 償 給 付 42,401,012 12.4 △ 1.8 42,483,263 12.3 0.2

障 害 補 償 一 時 金 13,702,241 4.0 2.9 13,026,181 3.8 △ 4.9

遺 族 補 償 一 時 金 2,941,104 0.9 △ 12.5 3,187,847 0.9 8.4

葬 祭 料 908,138 0.3 △ 8.9 944,556 0.3 4.0

介 護 補 償 給 付 2,901,821 0.8 △ 0.7 2,899,389 0.8 △ 0.1

年 金 等 給 付 187,071,468 54.6 △ 1.6 184,562,929 53.6 △ 1.3

二 次 健 康 診 断 等 給 付 287,204 0.1 2.2 337,082 0.1 17.4

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が103,328,826千円で30.0％、「その他の事業」が90,823,439

千円で26.4％、「製造業」が87,138,806千円で25.3％となっている。以下、「運輸業」が10.5％、「鉱業」が4.8％、「林

業」が2.0％、「漁業」及び「船舶所有者の事業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が4.8％増、「その他の事業」が2.6％増、

「運輸業」が1.8％増、「製造業」が0.4％増となっているのに対し、「漁業」及び「鉱業」が4.3％減、「林業」が4.2％減、

「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が3.9％減、「建設事業」が0.4％減となっている。（第２表） 



　　　　　区　分 平成25年度 25年8月末 平成26年度 26年8月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 342,492,463 100.0 △ 1.1 344,259,426 100.0 0.5

林　　  　　　業 7,219,091 2.1 △ 6.5 6,917,488 2.0 △ 4.2

漁　　　  　　業 1,281,673 0.4 4.0 1,226,961 0.4 △ 4.3

鉱　　　  　　業 17,230,274 5.0 △ 6.5 16,487,515 4.8 △ 4.3

建　 設　 事　 業 103,785,165 30.3 △ 1.2 103,328,826 30.0 △ 0.4

製　 　造　 　業 86,784,622 25.3 △ 3.1 87,138,806 25.3 0.4

運　 　輸　 　業 35,606,640 10.4 0.9 36,247,753 10.5 1.8
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
871,051 0.3 21.2 836,992 0.2 △ 3.9

そ の 他 の 事業 88,520,004 25.8 1.4 90,823,439 26.4 2.6

船舶所有者の事業 1,193,943 0.3 8.6 1,251,647 0.4 4.8

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 98,659,174 千円で 53.5％と最も大きく、次いで

障害補償年金が69,783,796千円で37.8％、傷病補償年金が16,119,959千円で8.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が61,752,920千円で33.5％、「製造業」が53,187,238千

円で28.8％、「その他の事業」が33,410,419千円で18.1％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.4％、

「林業」が2.0％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％とな

っている。（第３表） 

平成26年度　26年8月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 69,783,796 98,659,174 16,119,959 184,562,929 100.0

林　　  　　　業 1,079,447 2,423,091 183,360 3,685,898 2.0

漁　　　  　　業 202,830 628,648 20,151 851,629 0.5

鉱　　　  　　業 1,101,806 7,683,365 3,029,363 11,814,534 6.4

建　 設　 事　 業 20,135,739 35,582,775 6,034,406 61,752,920 33.5

製　 　造　 　業 26,750,796 23,389,683 3,046,758 53,187,238 28.8

運　 　輸　 　業 7,113,030 11,020,902 1,050,204 19,184,136 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
124,240 349,421 32,156 505,816 0.3

そ の 他 の 事業 13,248,172 17,453,802 2,708,445 33,410,419 18.1

船舶所有者の事業 27,736 127,487 15,117 170,340 0.1

構　成　比 37.8% 53.5% 8.7% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 8月末現在における保険料徴収決定済額は779,833,048千円で、前年同

期に比べて3.4％増となっている。保険料収納済額は281,253,749千円で、前年同期に比べて2.7％減となっている。また、

収納率についてみると36.1％となっており、前年同期に比べて0.9ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が358,546,075千円で46.0％と最も大きく、次いで、

「建設事業」が 174,355,972 千円で 22.4％、「製造業」が 154,632,840 千円で 19.8％を占めている。以下、「運輸業」が

8.7％、「船舶所有者の事業」が 1.7％、「林業」が 0.6％、「鉱業」が 0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給

の事業」が0.3％となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 25年8月末 26年8月末 25年8月末 26年8月末 25年8月末 26年8月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 754,100,474 779,833,048 100.0 3.4 289,174,226 281,253,749 100.0 △ 2.7 35.2 36.1

林　　  　　　業 4,547,801 4,760,782 0.6 4.7 2,069,644 1,724,410 0.6 △ 16.7 35.5 36.2

漁　　　  　　業 1,888,522 1,966,936 0.3 4.2 731,545 699,827 0.2 △ 4.3 35.3 35.6

鉱　　　  　　業 2,983,889 2,991,052 0.4 0.2 794,648 848,381 0.3 6.8 28.5 28.4

建　 設　 事　 業 153,821,250 174,355,972 22.4 13.3 66,162,898 69,676,663 24.8 5.3 40.4 40.0

製　 　造　 　業 153,158,190 154,632,840 19.8 1.0 52,987,970 46,584,378 16.6 △ 12.1 29.4 30.1

運　 　輸　 　業 66,124,186 67,466,334 8.7 2.0 19,569,452 20,223,216 7.2 3.3 28.8 30.0

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
2,138,878 2,156,559 0.3 0.8 824,352 758,887 0.3 △ 7.9 34.7 35.2

そ の 他 の 事業 354,966,989 358,546,075 46.0 1.0 140,275,398 136,278,182 48.5 △ 2.8 36.7 38.0

船舶所有者の事業 14,470,768 12,956,498 1.7 △ 10.5 5,758,319 4,459,804 1.6 △ 22.6 34.0 34.4

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 


